
第1号様式（第7条関係）
リサイクル産業創出事業認定申請書
令和　年　月　日
北海道知事　様
申請者　住　所
（グループの場合は代表者）
氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（法人にあっては名称及び代表者の職氏名）
リサイクル産業創出事業費補助金交付要綱第7条第1項の規定により、リサイクル産業創出事業の認定を受けたいので、事業計画書に関係書類を添えて提出します。
記
１　事業の目的及び内容
事業計画書（別紙）のとおり
２　補助事業に要する経費及び補助金申請希望額
補助事業に要する経費　　　　　　　　　　　　　円
補助金申請希望額　　　　　　　　　　　　　　　円
３　事業の着手及び完了の予定期日
着手　　　　令和　年　月　日
完了　　　　令和　年　月　日
４　関係書類
(1) 決算書（直近2期分）（事業報告書、貸借対照表、損益計算書等）（個人の場合は青色申告書の写し）
(2) 法人の場合は定款及び商業登記法第10条に規定する登記事項証明書（個人の場合
　　  は、住民票抄本の写し）
(3) グループによる申請の場合は、その規約等
(4) 当該事業計画に関する特許、実用新案、意匠登録、プログラム著作権等（以下「産業財産権等」という。）を取得又は出願している場合はその書類の写し（出願番号又は登録番号及び技術の概要がわかるもの）
(5) 試作品等の図面（規格を記入）及び工程図、製品カタログ等
(6) 会社案内等のパンフレット
(7) その他の事業計画に関して参考となる書類
別紙（第１号様式関連）
事業計画書
1 区分
	事業の名称
	※事業内容を表現するような適切な名称を簡潔に記載してください。

	事業者区分
（いずれかに○）
	1. 中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律（平成11年法律第18号）第2条に規定する中小企業者であって道内に主たる事務所を有する者又は主たる事業所を有する者、又は、営利を目的とせず、不特定かつ多数の者の利益の増進に寄与することを目的として、継続的かつ自発的に行われる活動を行う法人その他の団体であって道内に事業所を置く者
2. 第1号の者で概ね構成されるグループ
3.　 第1号又は第2号以外のもの


2 申請者の概要（グループの場合は、別紙にて全ての構成員について記入して下さい。）
(1) 氏名等
	氏名（法人の場合は名称及び代表者の氏名）
	

	住所
	

	業種
	
	資本金
	千円

	主な事業内容
（生産・販売品目等）
	

	従業員数
	（一般被保険者）　　 　名
	（うち臨時雇用･パート）　　名

	設立年月日及び沿革
	大正･昭和･平成・令和　年　月　日

	経営理念
	

	代表者の経歴
（新会社の場合）
	


(2) 自社廃棄物の排出及び処理状況
	廃棄物の種類
	排出量
	処理量
	備考
(処理方法)

	
	
	リサイクル量
	埋立量
	焼却その他
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


· リサイクルとは再生利用及び熱回収をいう。以下同じ。排出量＝処理量。単位：トン／年
(3) 環境法令に対する対応
	廃棄物処理法の許可対象施設
	許可対象施設の有無
	□ 有　　□ 無

	
	許可状況
	許可年月日
	

	
	
	許可番号
	

	
	
	処理施設の種類、廃棄物の種類及び処理能力
	


	環境法令等の遵守状況
	法令等の名称
	許可、届出、協議等の状況

	
	廃棄物の処理及び
清掃に関する法律
	

	
	北海道循環型社会推進に関する条例関係

	

	
	その他の法令等
	

	
	環境法令
不利益処分の状況
（過去5年以内の法違反による罰則又は命令等の不利益処分）
	□ 有　　□ 無

	
	
	（有の場合の内容）

	環境保全活動
（ISO14001の取得など、環境保全のための取り組み状況）
	


3 事業計画の概要
	1 事業の形態
（いずれかにチェック）
	□　社内事業（□ 既存事業　　□ 新規事業　□ 事業転換）
□　分社化　　□ 新規創業　　□ その他（　　　　　　　　）

	2 事業の段階

（いずれかにチェック）
	□　構想段階　□ 事業の準備段階　□ 既に事業化　□ その他

	3 事業の区分

（いずれかにチェック）
	□　実証実験

□　市場調査
□　実証実験及び市場調査

	4 
	□　リサイクル製品（試作品）の改良

□　リサイクル製品（試作品）の改良及び展示会を活用したニーズ調査

□　リサイクル製品（試作品）の改良及び戦略（事業計画）策定のための調査

□　リサイクル製品（試作品）の改良、展示会を活用したニーズ調査及び戦略（事業計画）策定のための調査

	5 事業の目的
	

	6 事業の内容

	※事業の全体像がわかるように、適宜図表なども使用してわかりやすく記載してください。
※記載項目例
Ⅰ　市場投入に先立ち行う実証実験（試作品作成を含む。）又は市場調査
⑤－ア　実証実験

・実証実験に使用する廃棄物の量と発生場所・排出者名

・現在の廃棄物の処理方法、問題点及び課題
・実証実験の詳細
⑤－イ　市場調査
・調査期間
・調査事項
・調査の実施方法

・調査結果の活用方法

Ⅱ　リサイクル製品（試作品）の改良、展示会を活用したニーズ調査又は戦略（事業計画）策定のために行う調査
⑤－ウ　リサイクル製品（試作品）の改良
・現在の問題点及び課題

・改良前と改良後の仕様の比較

・改良の詳細

⑤－エ　展示会を活用したニーズ調査
・出展する展示会の概要
・調査事項

・調査の実施方法

・調査結果の活用方法
⑤－オ　戦略（事業計画）策定のために行う調査
・調査期間

・調査事項

・調査の実施方法

・調査結果の活用方法

	7 これまでの研究等の状況

	基礎研究　　□ 未着手　□ 実施中　□ 完了　□ 実施しない

応用研究　　□ 未着手　□ 実施中　□ 完了　□ 実施しない

開発研究　　□ 未着手　□ 実施中　□ 完了　□ 実施しない

実証実験　　□ 未着手　□ 実施中　□ 完了　□ 実施しない

（上記の状況）
※本事業に関するこれまでの基礎研究などの内容について、適宜図表なども使用してわかりやすく記載してください。

	8 現在の課題と事業の必要性

	※本事業で解決しようとする課題及び事業の必要性を具体的に記載してください。

	9 事業の効果（地域におけるリサイクル事業への寄与、波及効果など）

	※本事業を実施した場合に、廃棄物のリサイクル率の向上や最終処分量の削減等にどのような効果があるのか、現状と比較のうえ、数値を用いて定量的に記載してください。また、事業を実施した場合に、地域又は北海道内にどのような波及効果があるのか、具体的に記載してください。

	10 事業の新規性・モデル性
（従来の技術、システム、再生品との比較）

	※従来の技術、システム、他社の技術・競合品の状況と、その差別化方策等、具体的に記載してください。

	11 競合品の状況等（他社技術・競合品の状況と差別化の方策等）

	※これまで取り組んでいた方法や競合品と比較した状況を記載してください。なお、本事業により、競合品等の状況を含めた市場調査を行う場合は、その旨記載してください。

	12 道外循環資源利用量及び理由
（道外循環資源の主な発生場所、利用量及びその理由）

	

	13 事業実施場所

	

	14 事業実施に当たって必要な許認可及び取得見込み

	法令等の名称
	規制等の名称
	所管
	取得の見込み

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	15 環境負荷等（他の一般製品との比較等による自己評価）
※事業化された場合の環境負荷等について記載してください。

	製造
段階
	□増加 □不変
□低減 □不明
	（理由）

	運搬
段階
	□増加 □不変

□低減 □不明
	（理由）

	使用
段階
	□増加 □不変

□低減 □不明
	（理由）

	再生利用段階
	再生利用可能性 
	（理由）

	
	□可 □不可
	

	最終処分段階
	□増加 □不変
□低減 □不明
	（理由）

	その他の環境影響
	

	16 廃棄物のリサイクルへの効果（従来のリサイクル量、最終処分量等との比較）

	廃棄物の種類
リサイクル対象量
現行リサイクル量
最終処分量

本事業によるリサイクル想定量

備考
計

· 全道の年間排出量等を記入すること。単位：トン
· 一般廃棄物や道外から調達が必要な廃棄物は、その旨、備考欄に記入すること。
（説明）



	17 リサイクル事業の工程（フロー図、製造方法等）

	※事業の内容を項目立てて、図表等を用いて分かりやすく詳細に記載してください。

※廃棄物の発生から処理に至る工程をフロー図や図面等で具体的に記述してください。

	18 再生品の種類、用途及び生産量、品質・安全性
（日本工業規格・北海道が定める工事共通仕様書に定める規格などの規格、品質等の基準適合状況や環境基準への適合状況）

	

	19 産業財産権等の取得状況

	※特許番号、取得年月日、内容等について記載してください。

	20 他の助成制度の利用状況（種別、利用先、利用時期、内容）

	※本事業に関連して、申請者が国、道その他の支援機関などから、補助、委託等の支援を受けたことがある場合（現在、申請中のものを含む。）は、当該支援制度の事業名、支援を受けた年度、支援内容、支援機関名を記載してください。

	21 資金収支計画

	支出内訳
	資金調達内訳

	区分
	補助事業に要する経費(円)
	交付申請予定額(円)
	区分
	金額(円)
	資金の調達先

	
	
	
	自己資金
	
	

	
	
	
	借入金
	
	

	
	
	
	道補助金
	
	

	
	
	
	その他
	
	

	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	合計
	
	

	22 補助不採択の場合の事業の取扱い（いずれかに○）
	実施・中止・延期・
その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	23 事業実施時期の遅延による事業効果への影響
（いずれかに○）
	有り→【理由】
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

無し

不明→【理由】
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


4 予算明細表※補助金交付申請予定額は、千円未満切り捨てとしてください。
	区分
	種別
	仕様
	単位
	数量
	単価
（円）
	補助事業に要する経費
（円）
	補助対象経費（円）
	補助金交付申請予定額
（円）
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	
	
	


5 事業化構想（事業化の見込み）
	1 事業成果の活用方法（事業化の方法、地域・道内での活用方法等）

	

	2 事業成果に対する市場ニーズと規模

	※本事業の成果に対する市場のニーズ、規模について、客観的な数値を使い、記載してください。

	事業化構想
	再生品の販売計画等（需要先,販売方法等）
	

	
	増員計画
	補助事業完了1年後
	名
	補助事業完了2年後
	名
	補助事業完了3年後
	名


6 事業スケジュール※各事業区分・項目毎のスケジュールについて、一連の流れがわかるように記載してください。
	事業区分
	項目／月
	４
	５
	６
	７
	８
	９
	10
	11
	12
	１
	２
	３

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


7 実施体制等
	連絡先
	担当者所属名
	

	
	担当者職氏名
	

	
	TEL
	

	
	FAX
	

	
	担当者E-mail
	

	外部委託･委嘱の状況(外部委託・委嘱する場合)
	外部委託・委嘱予定者の住所・氏名
	外部委託・委嘱の内容

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	補助事業に対する責任の所在（グループによる申請の場合）
	


�　道外循環資源を一部利用する場合に限る。


�　環境法令とは、廃棄物処理法、大気汚染防止法、水質汚濁防止法、特定工場における公害防止組織の整備に関する法律、ダイオキシン類対策特別措置法、北海道公害防止条例、○市公害防止条例等


� 既存技術の使用又は応用等の場合は、その旨記載すること。


� 道外循環資源を一部利用する場合のみ記入すること。





PAGE  
- 1 -

